
別紙１

(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委員長　

委員

委員

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

        0 件

②　随意契約によるもの 　

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 14 件

　　・審議件数 3 件

　　うち、契約金額が500万円以上のもの 1 件

　　うち、参加者が一者しかいないもの 0 件

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの 0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの 0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 9 件

　　・審議件数 1 件

0 件

0 件

0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

【本件に係る照会先】
鳥取労働局総務部総務課
　課長補佐　馬渕　正仁

   ℡ 0857-29-1700

所見なし。

公共調達監視委員会活動状況報告書

鳥取労働局

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

令和６年１０月７日（月）

　　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

令和６年１月１日　～　令和６年６月３０日契約締結分

駒井　重忠　　　弁護士

瀬古　智昭　　　公認会計士・弁護士

西川　退助　　　税理士

公共調達監視委員会の抽出委員による抽出を行った。

　　うち、低入札価格調査の対象となったもの
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令和６年度第１回鳥取労働局公共調達監視委員会議事概要 
 

開催日  令和６年１０月７日（月） 
開催場所 鳥取労働局４階小会議室 
出席委員 駒井委員（委員長） 

瀬古委員（抽出委員） 
西川委員 

 
１．鳥取労働局公共調達審査会審議結果報告 
 ・事務局から、以下とおり報告した。 
  令和６年９月５日に開催した令和６年度第１回鳥取労働局公共調達審査会

において、令和６年１月１日から６月３０日までの間における審査対象案件

の中で審議を行った。 
  審議対象の案件は、公共工事は該当事案がなく、物品・役務関係の２３件で

あった。 
  その中で、近年審議した案件を除き抽出した結果、一般競争入札５件、随意

契約３件の計８件について審議を行った。 
  その結果、すべての案件において特段の問題は見られず、「所見なし」と判

断されたことを報告する。 
 

 
２．審議対象案件の抽出について 
・事前に抽出委員である瀬古委員により、公共調達監視委員会審議対象一覧表

の中から抽出していただいた。 
 審議対象案件は全部で２３件の中から、公共工事は該当事案がなかったの

で物品・役務関係について、契約内容別に考慮しながら、近年に審査を実施し

ていないものを中心に抽出された。その結果、物品・役務の一般競争入札が３

件、随意契約１件、計４件となった。 
 

 
３．審議 
（１）令和６年度鳥取労働局雇用環境・均等室で使用する什器類の調達（１号案

件） 
・予定価格の設定について、令和５年２月に２９．９％の割引があったこと

から今回は２０％の割引を見込んだとあるが、次回以降の案件の際には、

今回の入札結果の割引率が参考とされるか。 
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→必ず参考とするわけではないが、同様の案件であれば、価格調査の上、過

去の割引率を参考とすることは多い。 
・落札率が低い理由は。 
→最近の情勢として、物価高の影響や人件費の高騰を考慮し、割引率を昨年

実績より低めに設定した。運搬費を高く見積りすぎたことも影響してい

る可能性がある。 
・参加資格について本来は D 等級だが、B、C 等級を入れた理由は。 
→より多くの事業所に参加してもらうために認められている範囲内で広げ

ている。 
・より上位の等級の参加を認めると、大きな事業所がスケールメリットを活

かすことにより、本来の D 等級の事業所が不利になるのではないか。 
→中小企業に配慮する必要は理解するものの、限られた予算の範囲内で多

くの案件を調達しており、できるだけ経費を抑えるために等級拡大して

いる。 
 

（２）令和６年度鳥取労働局事務用消耗品の単価契約（２号案件） 
・単価ごとに積算した合計額で落札者が決定しているが、単価契約であれ

ば、品目ごとに安価な者と契約することはできないのか。 
→過去に品目ごとに落札者を決定したことはあるが、品目数が多く、事務手

続きが煩雑となるため現在の形式としている。 
・落札率が高くなっているがその要因は。 
→品目が多く予定数も少ないものも多数あり、大幅な値引きが期待できな

い状況。事務用消耗品の多くは単価が数百円であり割引率も小さくなる

ものと思う。 
 

（３）令和６年度就職支援セミナー事業（３号案件） 
・入札参加した３者のうち 1 者は地元の会社か。A～D に等級拡大した背景

は如何。 
→規程上２年連続 1 者応札が続いた場合は全等級に拡大が可能なため、そ

の当時に全等級に拡大したもの。過去 10 年程度、地元の 1 者のみしか応

札がなく県外の業者にも声掛けを行っていた。今回の入札には他県で同

事業を落札している業者が参加してきた。 
・地元業者が契約を手放すことになると、このような事業に対応できる事業

所が地元になくなってしまう懸念がある。 
→契約の適切性、競争性の観点から考えると、同一業者と同一契約を長期間

続けることも懸念がある。等級拡大を行い、参加者を増やすことも重要で
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あり、中小企業や地元業者との契約については必ず担保されるものでな

いことにご理解をいただきたい。 
 

（４）障害者就業・生活支援センター事業（雇用安定事業）（障害者・生活支援 
センターくらよし）（４号案件） 

・県の推薦により契約の相手方が指定されるということは理解するが、事業

の金額についてはどのように決まっていくのか。 
→この事業については事前に本省ヒアリングが実施され事業内容、相談員

の配置人数等について査定され、予算配布額が通知される。その予算の範

囲内で事業所が「実施計画」を立て積算も行う。また、総務課においても

過去の実績等を勘案し予定価格調書を作成しており、予定価格の範囲内

で契約している。 
・東部、中部、西部で同じ事業が実施されているのであれば経費について単

価的な部分を横並びで比較をしているのか。 
→それぞれの事業は別件であり比較はしていない。ただし、東部と中部につ

いては運営事業所が同一であり、例えば相談員の謝金の単価は経験年数

等により決定しているものと考える。 
・最終的には精算される事業か。 
→そのとおり。 
 
 

４．審議結果 
   各案件について「所見なし」とする。 


